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平成１８年度における府内市町村（大阪市及び堺市を
除く。以下、同じ。）の普通会計予算額は、１兆６,１０９
億３３百万円で、前年度と比べて１８３億５５百万円、１.２％
の増（以下、文章中の増減率は特に断りのない限り、
平成１７年度当初予算との比較である。）となっている。
一方、平成１８年度地方財政計画の歳入歳出規模は８３
兆１,５０８億円で前年度と比べて６,１７９億円、０.７％の減
となっている。
地方財政計画が前年と比べて減額であるのに対し、
府内市町村普通会計予算額が前年と比べて増額とな
っている。これは、地方財政計画において、投資的
経費のうち地方単独事業分が前年比１９.２％の減にな
っているのに対し、府内市町村普通会計予算額にお
いては、土地開発公社健全化のための用地買戻しな
どにより普通建設事業費・単独分が８.６％の増となっ
ていることが要因として挙げられる。
なお、前年度は２市１町（柏原市、高石市、島本

町）が骨格予算、１市（泉南市）が暫定予算となっ
ていたのに対し、平成１８年度においては、東大阪市、
豊中市、泉南市、河南町の３市１町が骨格予算とな
っている。

市町村税は、地方財政計画では２.２％の増、府内市
町村では７,４４５億円で２.７％の増と同水準の増加とな
っている。
主な税目をみると、市町村民税は３,２４７億３６百万

円で１０.８％の増（所得割１１.３％増、法人税割１１.７％
増）、固定資産税は３,１１１億６８百万円で３.５％の減、都
市計画税は６３０億７０百万円で４.２％の減、市町村たば
こ税は３３８億６５百万円で４.４％の増となっている。
なお、歳入総額に占める地方税の割合は４６.２％と

なっており、前年度比０.７ポイントの増となった。
地方譲与税は、国庫補助負担金等の見直しに伴い

所得譲与税が増となったことなどにより、４６３億５９
百万円で４５.７％の大幅な増となっている。
このほか、利子割交付金が４０億６４百万円で２０.８％
の大幅な減、地方特例交付金は２１２億９０百万円で

１７.７％の減となっている。一方、地方消費税交付金
が５０７億３０百万円で１.７％の増となっている。
地方交付税は１,４５９億６７百万円で１０.８％の減とな

っており、地方財政計画の増減率（５.９％減）を大き
く下回っている。その内訳としては、普通交付税が
１,３５０億４２百万円で１１.３％の減、特別交付税が１０９
億２５百万円で３.１％の減となっている。普通交付税
の減少については、市町村税の増加による基準財政
収入額の増加が要因の一つとして挙げられる。
また、国庫支出金は２,０１３億４９百万円で４.８％の減
となっている。これは、三位一体改革による国庫負
担金・補助金の見直しが大きな要因である。
繰入金は、６４３億０８百万円で２０.６％の増となって

いる。これは、財政調整基金及びその他特定目的基
金からの繰入れが増加したことなどによる。
市町村債は、１,１４７億１１百万円で２.１％の減となっ
ている。このうち、地方財政対策において通常収支
の不足分を補てんするための赤字地方債である臨時
財政対策債が、４８８億８８百万円で１１.３％の減と昨年に
引続き大きく減少している。

目的別内訳では、土木費が２,１１６億１１百万円で
７.８％の減、教育費が１,７３６億４１百万円で０.６％の減
となっているものの、民生費が５,９２４億２２百万円で
４.１％の増、総務費が１,７９２億５５百万円で８.３％の増
となっており、全体では１.２％の増となっている。
次に、性質別内訳では、人件費が３,８４３億２４百万

円で１.０％の減となっている。これは、給与改定及び
職員数の削減などによる。
扶助費は、３,４９１億６７百万円で５.６％の増となって
おり、これは、生活保護費の増などによる。
公債費は、１,６９９億７３百万円で０.３％の減となって
おり、人件費、扶助費及び公債費を合わせた義務的
経費は、９,０３４億６４百万円で１.６％の増で前年から微
増となった。
また、普通建設事業費は、補助事業費が３２８億７８

百万円で１０.８％の減となっているものの、単独事業
費が９３２億５３百万円で８.６％の増となっていることか
ら、全体では２.８％の増となった。
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その他の経費では、物件費が、１,９５１0万円で０.５％
の増となっている。このうち、需用費は３８４億８１百
万円で２.２％の減、委託料は１,１１９億３百万円で１.８％
の増となっている。
積立金は、７６億８９百万円で３１.６％の増となってい
る。これは、減債基金が１２億９９百万円で１５.２％の減
となっているが、財政調整基金が３億７６百万円で６４
４.１％の増、その他特定目的基金は５９億５８百万円で

４０.５％の増とそれぞれ大幅に増加したことによる。
投資及び出資金は、２０億５６百万円で１９.４％の減と
なっている。
繰出金は、１,９６８億９５百万円で２.０％の減となって
いる。これは、介護保険事業会計、老人保健医療事
業会計への繰出金が増加しているものの、資本費平
準化債の発行などにより下水道事業会計への繰出金
が大幅に減少したことによる。
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大阪府総務部市町村課（問い合わせ：０６－６９４１－０３５１（内線２２１６））
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平成１８年度当初予算
普通会計（除大阪市、堺市）

（歳入）

（単位：百万円、％）



（歳出）
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平成１８年度普通会計当初予算額調（歳入）
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平成１８年度普通会計当初予算額調（歳入）
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平成１８年度普通会計当初予算額調（目的別歳出）
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平成１８年度普通会計当初予算額調（目的別歳出）



平成１８年度普通会計当初予算額調（性質別歳出）

81自治大阪 ／ 2006 － 5



82 自治大阪 ／ 2006 － 5

平成１８年度普通会計当初予算額調（性質別歳出）
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